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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (百万円) 54,735 61,857 114,696

経常利益 (百万円) 2,309 2,679 5,470

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(百万円) 1,356 1,553 2,925

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,342 1,508 3,085

純資産額 (百万円) 20,246 22,912 21,660

総資産額 (百万円) 35,227 39,279 38,642

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円） 139.80 160.10 301.51

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円） 139.64 159.65 301.06

自己資本比率 (％） 57.3 58.0 55.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,657 1,790 4,531

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △996 △432 △1,836

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △550 △258 △776

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) 3,114 6,036 4,950

 

回次
第58期

第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円） 82.10 93.73

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の

基礎となる普通株式の期中平均株式については、「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出

しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済対策や日本銀行の金融緩和政策を背景に、円

安・株価の上昇、企業業績や雇用情勢の改善がみられるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、

個人消費においては、円安による物価の上昇など先行き不透明な状況が続いております。物流業界を取り巻く環

境は、ドライバー不足によるトラック運賃単価の上昇、人件費の値上がりに加え、物流構造の変化、それに伴う

顧客ニーズの多様化など、大変厳しく、また大きく変化してきております。

当社グループは、新中期経営計画「TRANCOM VISION 2020」を策定し、平成27年４月より開始いたしました。

「TRANCOM VISION 2020」では、全従業員、パートナー企業の皆様と力を合わせ、ＩＣＴを積極的に活用し、お客

様のサプライチェーン全体をお客様とともに革新し、継続的な成長とともに、質が高い機能を果たす、強い企業

グループを目指しております。

更なる成長及び企業価値の向上を目指し、成長戦略として掲げる「人」「パートナー」「ＩＣＴ」の３つへ、

集中的に経営資源を配分するとともに、「ALL TRANCOMによる事業領域の拡大」に向けた取り組みを推進しており

ます。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における連結業績は、売上高618億57百万円（前年同期比 13.0％増）、

営業利益26億95百万円（同 14.8％増）、経常利益26億79百万円（同 16.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益15億53百万円（同 14.5％増）となりました。
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当社グループでは、事業内容を３つのセグメント及びその他に区分しております。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①　ロジスティクスマネジメント事業

 
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 19,726 22,413 2,686 13.6

セグメント利益（営業利益） 1,085 1,422 337 31.1

売上高は、既存拠点における物量の増加に加え、新規に稼働した拠点が業績に寄与し、増収となりました。

営業利益は、物流業務システムの保守体制強化に伴う費用の計上はありましたが、売上高の増加に伴う利益

の増加、前期に開設した大型拠点の収益力の向上により、増益となりました。

 

②　物流情報サービス事業

 
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 29,489 33,540 4,051 13.7

セグメント利益（営業利益） 1,129 1,194 65 5.8

パートナー企業との連携強化を進める中で、空車情報数は増加いたしました。貨物情報数は微増で推移いた

しましたが、分析ツールを駆使したアプローチにより、成約件数は堅調に増加したことにより、増収増益とな

りました。

 

③　インダストリアルサポート事業

 
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 4,082 4,387 305 7.5

セグメント利益（営業利益） 124 49 △74 △60.0

売上高は、国内において、顧客ニーズに応える会員の採用に苦戦いたしましたが、派遣部門における新規顧

客獲得及び請負部門における生産増により、増収となりました。

営業利益は、一部の拠点において、会員の採用に苦戦したことによる売上減に伴う利益の減少に加え、海外

においては、タイでの運営体制強化に伴う費用の増加などにより、減益となりました。

 

④　その他

 
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 2,103 2,197 93 4.4

セグメント利益（営業利益） 117 122 5 4.5

売上高の増加による利益確保が、情報システム部門におけるICT強化に向けた費用を吸収し、増収増益とな

りました。

 
(注)上記の数値は、セグメント間取引の消去はしておりません。
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（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の前連結会計年度末との比較情報は次のとおりであります。

①　資産

流動資産は、受取手形及び売掛金が３億22百万円減少した一方、現金及び預金が10億86百万円増加したことな

どにより、８億３百万円増加し249億57百万円となりました。

固定資産は、投資その他の資産が１億19百万円増加した一方、減価償却等により有形固定資産が82百万円、無

形固定資産が２億４百万円それぞれ減少したことにより、１億66百万円減少し143億21百万円となりました。こ

れらにより資産合計は、６億36百万円増加し392億79百万円となりました。

②　負債

流動負債は、買掛金が３億82百万円、未払消費税等が６億46百万円それぞれ減少したことなどにより、９億３

百万円減少し134億87百万円となりました。

固定負債は、厚生年金基金解散損失引当金を３億９百万円計上したことなどにより、２億88百万円増加し28億

79百万円となりました。これらにより負債合計は、６億15百万円減少し163億67百万円となりました。

③　純資産

純資産は、利益剰余金が12億32百万円増加したことなどにより、12億51百万円増加し229億12百万円となり、

自己資本比率は58.0％となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「現金」という）は、前連結会計年度末に比べ10億86

百万円増加し60億36百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益23億59百万円、減価償却費６億64百万円等

の資金の増加、未払消費税等の減少額６億46百万円及び法人税等の支払額10億12百万円等の資金の減少により、

17億90百万円の収入（前年同四半期は16億57百万円の収入）となりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出２億94百万円、無形固定資産の取得に

よる支出83百万円及び投資有価証券の取得による支出84百万円等により、４億32百万円の支出（前年同四半期は

９億96百万円の支出）となりました。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出１億22百万円、配当金の支払額３億20百

万円等により、２億58百万円の支出（前年同四半期は５億50百万円の支出）となりました。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた問題はありません。

 

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,324,150 10,324,150

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 10,324,150 10,324,150 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 10,324,150 － 1,080 － 1,230
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（6）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ラネット株式会社 愛知県名古屋市中区丸の内１－８－16 2,694 26.09

ビービーエイチ　フォー　フィデリ

ティ　ロー　プライスド　ストック　

ファンド（プリンシパル　オール　セク

ター　サブポートフォリオ）

（常任代理人）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

947 9.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 407 3.95

ビ－ビ－エイチ　マシュ－ズ　ジャパ

ン　ファンド

（常任代理人）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

4 EMBARCADERO CTR STE 550 SAN

FRANCISCO CALIFORNIA ZIP CODE:

94111

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

401 3.89

ステート　ストリート　バンク　アンド

トラスト　カンパニー　505224　

（常任代理人）

株式会社みずほ銀行

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４－16－13）

309 2.99

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 285 2.76

クレディ・スイス・セキュリティーズ

（ユーエスエー）エルエルシー　エス

ピーシーエル．フォー　イーエックスエ

ル．ビーイーエヌ

（常任代理人）

クレディ・スイス証券株式会社

ELEVEN MADISON AVENUE NEW YORK NY

10010-3629 USA

（東京都港区六本木１－６－１）

205 1.99

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE-HCR00

（常任代理人）

香港上海銀行

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３－11-１）

204 1.97

ビ－ビ－エイチ　グランジャ－ ピ－

ク　インタ－ナショナル　オポチュニ

ティ－ズ　ファンド

（常任代理人）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

1290 BROADWAY STE 1100 DENVER

COLORADO 80203560375

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

168 1.63

トランコム従業員持株会 愛知県名古屋市東区葵１－19－30 156 1.51

計 － 5,782 56.00

（注）１．株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２．上記のほか、自己株式が600千株（5.81％）あります。

３．日本トラスティ・サービス信託銀行及び日本マスタートラスト信託銀行の所有株式は、すべて信託業務に係

るものであります。
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 600,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,721,500 97,215 －

単元未満株式 普通株式 2,250 － －

発行済株式総数  10,324,150 － －

総株主の議決権 － 97,215 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株（議決権１個）含まれて

おります。

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有している当社株式19,400株が含まれております。

なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式は四半期連結財務諸表におい

て自己株式として表示しております。

３．「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

トランコム株式会社

名古屋市東区葵一丁

目19番30号
600,400 － 600,400 5.81

計 － 600,400 － 600,400 5.81

（注）上記のほか、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託口）が保有している当社株式19,400株を四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,950 6,036

受取手形及び売掛金 18,331 18,008

商品 17 15

仕掛品 0 2

貯蔵品 16 15

前払費用 407 522

繰延税金資産 244 254

その他 202 119

貸倒引当金 △17 △17

流動資産合計 24,154 24,957

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,118 7,158

減価償却累計額 △3,480 △3,595

建物及び構築物（純額） 3,638 3,563

機械装置及び運搬具 3,128 3,329

減価償却累計額 △2,335 △2,461

機械装置及び運搬具（純額） 792 867

土地 2,701 2,701

リース資産 2,491 2,462

減価償却累計額 △979 △1,010

リース資産（純額） 1,511 1,451

その他 803 815

減価償却累計額 △501 △535

その他（純額） 301 280

有形固定資産合計 8,946 8,864

無形固定資産   

のれん 555 462

リース資産 6 7

ソフトウエア 1,691 1,569

ソフトウエア仮勘定 108 120

その他 180 178

無形固定資産合計 2,543 2,338

投資その他の資産   

投資有価証券 1,146 1,160

繰延税金資産 398 495

差入保証金 1,304 1,315

その他 186 178

貸倒引当金 △37 △30

投資その他の資産合計 2,998 3,118

固定資産合計 14,488 14,321

資産合計 38,642 39,279
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,372 7,990

短期借入金 1,417 1,604

リース債務 229 229

未払金 220 272

未払費用 1,227 1,203

未払法人税等 985 819

未払消費税等 1,096 449

賞与引当金 457 491

役員賞与引当金 35 19

その他 349 404

流動負債合計 14,391 13,487

固定負債   

リース債務 1,589 1,547

再評価に係る繰延税金負債 12 12

株式給付引当金 63 86

厚生年金基金解散損失引当金 - 309

退職給付に係る負債 129 122

資産除去債務 408 408

長期未払金 86 82

その他 302 311

固定負債合計 2,591 2,879

負債合計 16,982 16,367

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,080 1,080

資本剰余金 1,230 1,226

利益剰余金 19,986 21,219

自己株式 △973 △971

株主資本合計 21,323 22,554

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 87 59

土地再評価差額金 25 25

為替換算調整勘定 120 112

退職給付に係る調整累計額 31 30

その他の包括利益累計額合計 265 228

新株予約権 61 123

非支配株主持分 9 6

純資産合計 21,660 22,912

負債純資産合計 38,642 39,279
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（2）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 54,735 61,857

売上原価 51,296 57,970

売上総利益 3,438 3,887

販売費及び一般管理費 ※ 1,090 ※ 1,192

営業利益 2,347 2,695

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 10 10

持分法による投資利益 - 26

その他 25 18

営業外収益合計 36 56

営業外費用   

支払利息 70 63

その他 3 7

営業外費用合計 74 71

経常利益 2,309 2,679

特別利益   

固定資産売却益 6 6

その他 0 0

特別利益合計 6 7

特別損失   

固定資産売却損 22 0

固定資産廃棄損 3 18

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 - 309

その他 0 0

特別損失合計 27 327

税金等調整前四半期純利益 2,288 2,359

法人税、住民税及び事業税 873 903

法人税等調整額 57 △92

法人税等合計 931 810

四半期純利益 1,357 1,548

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,356 1,553

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
0 △4

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6 △27

為替換算調整勘定 △5 △10

退職給付に係る調整額 △2 △1

その他の包括利益合計 △15 △39

四半期包括利益 1,342 1,508

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,343 1,515

非支配株主に係る四半期包括利益 △1 △7
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,288 2,359

減価償却費 588 664

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 34

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13 △15

株式給付引当金の増減額（△は減少） 19 22

厚生年金基金解散損失引当金の増減額(△は減少) - 309

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6 △9

受取利息及び受取配当金 △10 △11

持分法による投資損益（△は益） - △26

支払利息 70 63

固定資産売却損益（△は益） 16 △6

固定資産廃棄損 3 18

売上債権の増減額（△は増加） △1,386 322

たな卸資産の増減額（△は増加） 2 1

仕入債務の増減額（△は減少） 739 △382

未払消費税等の増減額（△は減少） 442 △646

その他 150 98

小計 2,915 2,790

利息及び配当金の受取額 10 11

持分法適用会社からの配当金の受取額 - 64

利息の支払額 △70 △63

法人税等の支払額 △1,198 △1,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,657 1,790

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △323 △294

有形固定資産の売却による収入 282 7

無形固定資産の取得による支出 △459 △83

投資有価証券の取得による支出 △0 △84

関係会社株式の取得による支出 △465 －

貸付けによる支出 △50 △1

貸付金の回収による収入 4 30

その他 15 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △996 △432

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） － 200

長期借入金の返済による支出 △126 △12

リース債務の返済による支出 △112 △122

配当金の支払額 △310 △320

その他 △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △550 △258

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 106 1,086

現金及び現金同等物の期首残高 3,007 4,950

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,114 ※ 6,036
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結

合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

この変更が、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益及び当第２四半

期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳ

ＯＰ）」制度を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規定に従い、当社及び当社子会社の従業員のうち一定の要件を満

たす者に対して、当社の株式を給付する仕組みであります。

また、本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権の行使は、信託管理人からの指図に従い受託者

が行いますが、かかる行使には、株式の給付対象者となる従業員の意思が反映される仕組みであります。

 

（2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号　平成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

 

（3）信託が保有する自社の株式に関する事項

信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度64百万円、当第２四半期連結会計

期間63百万円であり、株主資本において自己株式として計上しております。

また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度19,500株、当第２四半期連結会計期間19,400株、期中

平均株式数は、前第２四半期連結累計期間15,000株、当第２四半期連結累計期間19,462株であり、１株当

たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（厚生年金基金解散損失引当金）

当社が加入している、愛知県トラック事業厚生年金基金は、平成27年６月18日開催の代議員会において、

「特例解散申請」を決議しており、平成27年６月29日に厚生労働省に対して「特例解散認可」を申請し、同基

金から「特例解散認可」申請における当社負担額の通知を受けました。

これにより、第１四半期連結会計期間において、四半期連結損益及び包括利益計算書の特別損失に厚生年金

基金解散損失引当金繰入額３億９百万円、四半期連結貸借対照表の固定負債に厚生年金基金解散損失引当金３

億９百万円を計上しております。
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

　　至　平成27年９月30日）

給料手当及び福利費 304百万円 363百万円

役員報酬 123 117

賞与引当金繰入額 33 30

役員賞与引当金繰入額 20 19

退職給付費用 6 6

減価償却費 40 47

のれんの償却額 113 92

貸倒引当金繰入額 3 0

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 3,114百万円 6,036百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 3,114 6,036
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月19日

定時株主総会
普通株式 310 32.00 平成26年３月31日 平成26年６月20日 利益剰余金

(注) 平成26年６月19日定時株主総会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産と

して、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式15,000株に対する配当金０百万円

が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月27日

取締役会
普通株式 320 33.00 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金

(注) 平成26年10月27日取締役会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式15,000株に対する配当金０百万円が

含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月18日

定時株主総会
普通株式 320 33.00 平成27年３月31日 平成27年６月19日 利益剰余金

(注) 平成27年６月18日定時株主総会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産と

して、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,500株に対する配当金０百万円

が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月26日

取締役会
普通株式 330 34.00 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金

(注) 平成27年10月26日取締役会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,400株に対する配当金０百万円が

含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト事業

物流情報

サービス

事業

インダス

トリアル

サポート

事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 19,722 29,441 3,951 53,115 1,620 54,735 － 54,735

セグメント間の

内部売上高又は振替高
4 48 131 183 483 667 △667 －

計 19,726 29,489 4,082 53,298 2,103 55,402 △667 54,735

セグメント利益 1,085 1,129 124 2,340 117 2,457 △109 2,347

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム開発事業及び自動車

整備事業により構成し、一部の海外展開のための本社費用を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△109百万円には、セグメント間取引消去△17百万円、のれんの償却額△92百万円

が含まれております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ロジステ

ィクスマ

ネジメン

ト事業

物流情報

サービス

事業

インダス

トリアル

サポート

事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 22,404 33,500 4,225 60,130 1,724 61,855 2 61,857

セグメント間の

内部売上高又は振替高
8 40 161 210 472 683 △683 -

計 22,413 33,540 4,387 60,341 2,197 62,538 △681 61,857

セグメント利益 1,422 1,194 49 2,667 122 2,790 △95 2,695

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム開発事業及び自動車

整備事業により構成し、一部の海外展開のための本社費用を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△95百万円には、セグメント間取引消去△2百万円、のれんの償却額△92百万円が

含まれております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 139円80銭 160円10銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 1,356 1,553

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
1,356 1,553

普通株式の期中平均株式数（株） 9,703,548 9,703,951

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 139円64銭 159円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 11,112 27,235

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」及び

「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております（前第２四半期連結累計期間15,000株、当第２四半期連結累計期間19,462株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額…………………………………330百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………34円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成27年12月３日

（注）１．平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,400株に対する配当金０百万円が含まれており

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

トランコム株式会社(E04208)

四半期報告書

19/20



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月９日

トランコム株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　崎　　裕　　司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　増　　見　　彰　　則　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトランコム株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランコム株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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